
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
上ケース及び下ケースからなる電気機器ケースの内側に、それぞれ取付脚を設け、上ケー
スの取付脚と下ケースの取付脚との間に部品を挟持・固定するようにした電気機器ケース
において、該電気機器ケースを内側の熱可塑性樹脂層と外側の熱可塑性弾性樹脂層とから
なる２層成形構造体とし、外側の熱可塑性弾性樹脂を電気機器ケース内部にまで延長・突
出させて取付脚をケースと一体に形成してなることを特徴とする電気機器ケース。
【請求項２】
上ケースの取付脚と下ケースの取付脚との間に部品を挟持・固定するようにする代わりに
、下ケースの取付脚の先端内側又は／及び上ケースの取付脚の先端内側に切欠部を設けて
、該切欠部に部品端部を保持させて固定するようにした請求項１記載の電気機器ケース。
【請求項３】
部品が基板である請求項１又は２記載の電気機器ケース。
【請求項４】
熱可塑性樹脂層がＡＢＳ系樹脂、ポリカーボネイト系樹脂、ポリプロピレン系樹脂及びポ
リアセタール系樹脂からなる群より選ばれた材料からなり、熱可塑性弾性樹脂層がオレフ
ィン系エラストマ、ポリエーテル系エラストマ及びポリエステル系エラストマからなる群
より選ばれた材料からなる請求項１、２又は３記載の電気機器ケース。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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【産業上の利用分野】
本発明は、２つ割形状の電気機器ケースを、内側の熱可塑性樹脂層と外側の熱可塑性弾性
樹脂層とからなる２層成形構造体とし、外側の熱可塑性弾性樹脂をケース内部にまで延長
・突出させて弾性を有する部品取付脚を形成した電気機器ケースに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、例えば携帯型無線送信機のような電気機器のケースの内部に基板を取り付ける構造
として、図４及び図５に示すように、プラスチック製の上ケース１０及びプラスチック製
の下ケース１２からなる２つ割形状の電気機器ケース１４の内側に、それぞれ取付脚１６
、１８をケースと一体成形して設け、上ケース１０の取付脚１６と下ケース１２の取付脚
１８との間に基板２０等の部品を挟持・固定する構造が知られている。なお、取付脚１６
、１８と基板２０とは接着剤等により接合して固定される。
【０００３】
また、図６に示すように、基板２０等の部品を保護するために、例えば、ゴム等の軟質材
料で形成された取付脚１６ａ、１８ａをケース内側に設ける構造が知られている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
しかし、図４及び図５に示す構造では、取付脚１６、１８が硬く、機器が落下したとき等
の衝撃で、基板２０等の部品が割れたり、また、取付脚が脆いために、取付脚が割れたり
していた。
また、図６に示す構造では、機器の落下等の衝撃には強くなるが、取付脚１６ａ、１８ａ
がケースとは別部品として必要となるので、部品点数の増加、組立工数の増加を招く。さ
らに、ケースと取付脚との接着部がはがれる虞れもある。
【０００５】
本発明は上記の諸点に鑑みなされたもので、本発明の目的は、２つ割形状のケースを、内
側熱可塑性樹脂層と外側熱可塑性弾性樹脂層とからなる２層成形構造体とし、外側熱可塑
性弾性樹脂で取付脚を一体成形することにより、基板等の部品の破損及び部品取付脚自体
の破損を防止することができ、かつ、部品点数及び組立工数が増加することのない電気機
器ケースを提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記の目的を達成するために、本発明の電気機器ケースは、上ケース及び下ケースからな
る電気機器ケースの内側に、それぞれ取付脚を設け、上ケースの取付脚と下ケースの取付
脚との間に部品を挟持・固定するようにした電気機器ケースにおいて、該電気機器ケース
を内側の熱可塑性樹脂層（いわゆるプラスチックの層）と外側の熱可塑性弾性樹脂層（い
わゆるエラストマの層）とからなる２層成形構造体とし、外側の熱可塑性弾性樹脂を電気
機器ケース内部にまで延長・突出させて取付脚をケースと一体に形成している。
【０００７】
上記の電気機器ケースにおいて、上ケースの取付脚と下ケースの取付脚との間に部品を挟
持・固定するようにする代わりに、下ケースの取付脚の先端内側又は／及び上ケースの取
付脚の先端内側に切欠部を設けて、該切欠部に部品端部を保持させて固定するようにして
もよい。
また、本発明の電気機器ケースは、部品として基板を取り付けるのに適しているが、トラ
ンス等の他の部品をも取り付けることができる。
【０００８】
本発明の電気機器ケースにおいて、熱可塑性樹脂層はＡＢＳ系樹脂、ポリカーボネイト系
樹脂、ポリプロピレン系樹脂及びポリアセタール系樹脂からなる群より選ばれた材料から
なり、熱可塑性弾性樹脂層はオレフィン系エラストマ、ポリエーテル系エラストマ及びポ
リエステル系エラストマからなる群より選ばれた材料からなっている。
【０００９】
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【作用】
ケース全体を弾性材料層（エラストマ層）で被覆しているので、ケースが落下したり、ケ
ースに物が当たったりした場合に衝撃が吸収され易い。
また、ケース表面側の弾性材料（エラストマ）をケース内部にまで延長して取付脚を構成
しているので、弾性材料、すなわち熱可塑性弾性樹脂の適度な弾性により、取付脚が緩衝
材として働く。
【００１０】
【実施例】
以下、本発明を実施例に基づいてさらに詳細に説明するが、本発明は下記実施例に何ら限
定されるものではなく、適宜変更して実施することが可能なものである。
実施例１
図１は本発明の電気機器ケースの一実施例の縦断面図、第２図は同分解斜視図である。こ
の電気機器ケース２２は、上ケース２４及び下ケース２６からなる２つ割形状で、内側の
熱可塑性樹脂層（プラスチック層）２８と外側の熱可塑性弾性樹脂層（エラストマ層）３
０とからなる２層成形構造体である。
【００１１】
そして、外側の熱可塑性弾性樹脂を電気機器ケースの内部にまで延長・突出させて、基板
２０を取り付けるための上側の取付脚３２及び下側の取付脚３４をケースと一体に形成さ
せている。
下ケースの弾性を有する取付脚３４と上ケースの弾性を有する取付脚３２との間に基板２
０を挟持・固定すると、熱可塑性弾性樹脂からなる取付脚３２、３４の適度な弾性により
、取付脚が緩衝材として作用し、基板及び取付脚自体の破損を防止することができる。３
６は下ケース２６の内側の係合溝、３８は上ケース２４の内側の係合片である。
【００１２】
図１及び図２においては、電気機器ケース内に基板２０を取り付ける場合について説明し
たが、基板の取付に限ることなく、その他のケース内部に配すべき部分、例えばトランス
等の部品の取付等にも本発明を適用することができる。また、ケースは上下の２つ割形状
を示しているが、左右の２つ割形状としても差し支えない。
【００１３】
実施例２
本実施例は、図３に示すように、下ケースの取付脚３４の先端内側に切欠部４０を設けて
段差部を形成し、該切欠部４０に基板２０等の部品端部を嵌め込んで保持させて固定する
ようにしたものである。また、切欠部は上ケースの取付脚に設けてもよく、又は下ケース
及び上ケースの両方に設けてもよい。他の構成及び作用は実施例１の場合と同様である。
【００１４】
【発明の効果】
本発明は上記のように構成されているので、つぎのような効果を奏する。
（１）　ケース表面側の熱可塑性弾性樹脂（エラストマ）をケース内部にまで延長して取
付脚をケースと一体に構成しているので、熱可塑性弾性樹脂の適度な弾性により、取付脚
が緩衝材として作用し、基板等の部品の破損を防止することができる。また、取付脚自体
の破損を防止することができる。
（２）　取付脚がケース外側の熱可塑性弾性樹脂層と一体成形されるので、部品点数が減
るとともに、組立工数が減少する。
（３）　ケース全体を熱可塑性弾性樹脂層で被覆しているので、ケースに加わる衝撃等を
吸収することができる。このため、ケースが落下したような場合でも、（１）の効果を十
分に発揮することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の電気機器ケースの一実施例を示す縦断面図である。
【図２】図１における電気機器ケースの分解斜視図である。
【図３】本発明の電気機器ケースの他の実施例を示す縦断面図である。
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【図４】従来の電気機器ケースの一例を示す縦断面図である。
【図５】図４における電気機器ケースの分解斜視図である。
【図６】従来の電気機器ケースの他の例を示す縦断面図である。
【符号の説明】
２０　基板
２２　電気機器ケース
２４　上ケース
２６　下ケース
２８　熱可塑性樹脂層（プラスチック層）
３０　熱可塑性弾性樹脂層（エラストマ層）
３２　上側の取付脚
３４　下側の取付脚
４０　切欠部
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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